
2,077 2,240 2,419 2,588 2,754

3,115 3,360 3,628 3,881 4,131

　　自己負担額（保険外）

  　自己負担額（保険外）

2,219 2,300 2,390 2,474 2,557

2,519 2,600 2,690 2,774 2,857
　 　（①＋②＋③) 3,439 3,520 3,610 3,694 3,777

3,869 3,950 4,040 4,124 4,207

5,665 5,746 5,836 5,920 6,003

6,703 6,866 7,045 7,214 7,380

7,741 7,986 8,254 8,507 8,757

要介護 １ 要介護 ２ 要介護 ３ 要介護 ４ 要介護 ５

704 772 847 918 987

715 783 860 932 1,001

1,429 1,566 1,719 1,863 2,002

2,143 2,577 2,577 2,794 3,003

153 165 178 190 203

156 168 181 194 206

312 335 362 386 412

467 502 542 579 618

慈啓会短期入所生活介護事業所ユニット型ご利用料金表（介護給付）

①介護保険給付自己負担額 要介護 １ 要介護 ２ 要介護 ３ 要介護 ４ 要介護 ５

●本館ｼｮｰﾄｽﾃｲ(ﾕﾆｯﾄ型個室)日額ご利用料金 （単位：円） 2026/8/1～

1,377

２割負担

３割負担

　　 ② 食費に係る

第1段階 300
第２段階 600

(ⅰ基本サービス費+ⅱ加算+ⅲ加算)

１割負担 1,039 1,120 1,210 1,294

第３段階① 1,030

第４段階 1,580

　　 ③ 滞在費に係る

第1段階 880
第２段階 880

第３段階② 1,360

介護度

ⅰ）基本サービス費
（日額）

単位数

１割金額

２割金額

３割金額

第３段階① 1,370

第４段階 3,046

　　 ④ 自己負担額合計

第1段階

第２段階

第３段階①

第４段階１割

第４段階２割

第４段階３割

第３段階②

第３段階② 1,470

ii)短期生活介護職員等処
遇改善加算(Ⅰロ)/日額

単位数

１割金額

２割金額

３割金額

※月の総単位数（ⅰ+iii）に加算率100分の17.6を乗じた単位数（月毎の利用状況により変動します）



※ ①介護保険給付自己負担額には、左記サービス費の他、以下の加算が含まれます。（日額＋月額含む）
iii） 加　算　項　目 単位 金額

機能訓練体制加算 12 13

夜勤職員配置加算Ⅱ 18 19

サービス提供体制強化加算Ⅰ 22 23

看護体制加算Ⅰ 4 4

生産性向上推進体制加算（Ⅰ） 100 102

看護体制加算Ⅱ 8 9

《 その他介護サービス加算の内訳 》 　※加算算定の対象となった場合に発生いたします

加　算　項　目 単位 金額

送迎加算（片道） 184 187

在宅中重度者受入加算 425 431

療養食加算（１日３食で） 24 25

緊急短期入所受入加算 90 92

認知症行動・心理症状緊急対応加算 200 203

個別機能訓練加算 56 57

医療連携強化加算 58 59

若年性認知症利用者受入加算 120 122

認知症専門ケア加算(Ⅰ) 3 3

認知症専門ケア加算(Ⅱ) 4 4

看護体制加算（Ⅲ）イ 12 13

看護体制加算（Ⅳ）イ 23 24

生活機能向上連携加算（Ⅰ） 100 102

生活機能向上連携加算（Ⅱ） 200 203

看取り連携体制加算 64 65

認知症の行動・心理症状が出現し在宅での生活が困難になった者の緊急受入をした場
合（７日間を限度）

算　　定　　要　　件
常勤の機能訓練指導員を１名以上配置し、入所者の数を100で除した数以上配置してい
る場合

夜勤を行う介護職員・看護職員の数が最低基準を1名以上上回っている場合

介護職員の総数に占める介護福祉士の割合が80％以上配置した場合

常勤の看護師を1名以上配置している場合

看護職員の24時間連絡体制と常勤換算で25の端数を増すごとに1名以上配置した場合

算　　定　　要　　件

送迎を利用した場合（片道につき）

短期入所サービス利用中の入所者が、施設において自宅で利用している訪問看護の管
理を受けた場合（1日につき）

医師の発行する食事せんで療養食を提供した場合（１食につき８単位）

認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定せず、計画にない短期入所を緊急に受け入
れた場合（7～14日間を限度）

介護ロボットやICT等のﾃｸﾉﾛｼﾞｰ導入後の継続的なﾃｸﾉﾛｼﾞｰ活用を支援する為、利用者の
安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するため
の委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で見守り機器などのテクノロジーを1つ以
上導入し、生産性ガイドラインの内容に基づいた業務改善を継続的に行うとともに、
一定期間ごとに、業務改善の取組による効果を示すデータの提供を行う場合。➀デー
タにより業務改善の取組による成果が確認。➁見守り機器等のテクノロジーを複数導
入。➂職員間の適切な役割分担の取組等を行う。➃1年以内ごとに1回、業務改善の取
組による効果を示すデータの提供を行う。

専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士等を1名以上配置。機能訓練指導員等
が協働して利用者の生活機能向上に資する個別機能訓練計画を作成。個別機能訓練計
画に基づき、利用者の生活機能向上を目的とする機能訓練の項目を準備し、理学療法
士等が、利用者の心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供。機能訓練指導員等が利
用者の居宅を訪問した上で、個別機能訓練計画を作成し、その後3月に1回以上、利用
者の居宅を訪問した上で、利用者又は家族に対して機能訓練の内容と個別機能訓練計
画の進捗状況等を説明し、訓練内容を見直す場合。看護体制加算（Ⅱ）を算定していること。急変の予測や早期発見等のため、看護職員
による定期的な巡視を行っていること。主治の医師と連絡が取れない等の場合に備
え、あらかじめ協力医療機関を定め、緊急やむを得ない場合の対応を取決めておくこ
と。急変時の医療提供の方針について、利用者から合意を得ていること。

若年性認知症患者を受入れ、本人やその家族の希望を踏まえた介護サービスを提供した場合

利用者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状もしくは行動が認めら
れることから介護を必要とする認知症の者の占める割合が２分の１以上。認知症介護
に係る専門的な研修を修了している者を、対象者が20人未満の場合は1以上、対象者の
数が20人以上の場合には1以上、対象者の数が19を超えて10又はその端数を増すごとに
1を加えて得た数以上を配置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施。従業者に対
し、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議を定期開催するこ
・加算(Ⅰ)の基準のいずれにも適合すること。認知症介護の指導に係る専門的な研修
を修了している者を１名以上配置し、事業所又は施設全体の認知症ケアの指導等を実
施していること。介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、
当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定していること。

・中重度の高齢者の積極的な受け入れを促進する等の観点から、看護体制加算(Ⅰ)
（Ⅱ）の算定要件に加え、算定年度の前年度又は算定月の前３月間の利用者総数のう
ち、要介護３以上の利用者の占める割合が100分の70以上であること。

➀指定訪問リハビリテーション、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリ
テーションを実施している医療提供施設の理学療法士等の助言に基づき、短期入所生
活介護の事業所の職員と共同でアセスメントを行い、個別機能訓練計画を作成する。
②理学療法士等は機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点等に関する助言を行
うこと。理学療法士等は機能訓練指導員と共同で、個別機能訓練計画の進捗状況を３
月ごとに１回以上評価し、利用者またはその家族に進捗状況等を説明していること。

看取り期の利用者に対するサービス提供体制強化を図る観点からレスパイト機能を果
たしつつ、看護職員の体制確保や対応方針を定め、以下の条件を満たし、看取り期の
利用者に対しサービス提供を行う場合。（1）看護体制加算（Ⅱ）又は（Ⅳ）イ若しく
はロを算定。（2）看護体制加算（Ⅰ）又は（Ⅲ）イ若しくはロを算定し、かつ短期入
所生活介護事業所の看護職員により、又は病院、訪問看護ステーション若しくは本体
施設の看護職員との連携により、24時間連絡できる体制を確保。看取り期における対
応方針を定め、利用開始時に利用者又はその家族等に対して当該対応方針の内容を説

指定訪問リハビリテーション、指定通所リハビリテ―ション事業所又はリハビリテー
ションを実施している医療提供施設の理学療法士等が、短期入所生活介護事業所を訪
問し、当該施設の機能訓練指導員等と共同して利用者の身体状況等の評価及び個別機
能訓練計画の作成を行っていること。機能訓練指導員等が、各月における評価等につ
いて利用者または家族及び理学療法士等に相談し助言を得たうえで、見直しや変更な
どを行うこと。理学療法士等は３ヵ月ごとに短期入所生活介護事業所を訪問し、機能
訓練指導員等と共同で個別機能訓練の内容や進捗状況を説明し記録するとともに見直



口腔連携強化加算 50 51

生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 10 11

【その他の料金】

＜預貯金等の範囲＞
　預貯金（普通・定期）、有価証券（株式、国債、地方債、社債など）、金及び銀、投資信託、現金の合計から、負債（借入
金、住宅ローンなど）を引いた差額により判定を行います。

【非課税年金（遺族年金と障害年金）について】
＜非課税年金に含まれるもの＞
　国民年金、厚生年金、共済年金の各制度に基づく遺族年金・障害年金を指し、具体的には、年金保険者から通知され
る振込通知書、支払通知書、改定通知書などに「遺族」や「障害」が印字された年金（遺族基礎年金、障害厚生年金な
ど）のほか、例えば「寡婦」「かん夫」「母子」「準母子」「遺児」と印字された年金も遺族年金として判定対象となります。
＜非課税年金に含まれないもの＞
　上記に該当しない年金のほか、弔慰金・給付金などは、「遺族」や「障害」という単語がついた名称であっても、判定の
対象となりません。

第３段階②

第4段階

年金収入等※80万円以下
（第2段階）

年金収入等※80万円超120万円以下
（第3段階①）

《 利用者負担段階 》

所得段階

第1段階

第２段階

第３段階①

介護保険施設に入所（滞在）すると、介護サービス費用の１割を負担する他に居住費（滞在費）・食費を
負担することになります。居住費（滞在費）・食費の費用については、利用者と施設との契約によること
が原則になりますが、所得の低い方（利用者負担段階が第１段階～第３段階に該当する方）については、
負担の上限額（負担限度額）が定められ、居住費（滞在費）・食費の負担が軽減されます。

年金収入等※120万円超
（第3段階②）

※公的年金等収入金額（非課税年金を含みます。）＋その他の合計所得金額。

保険料段階区分
・生活保護を受給している方
・世帯全員及び配偶者（※1）が市町村民税非課税で一定以上の資産がなく、老齢福祉年
金を
　 受給している方

・世帯全員及び配偶者（※1）が市町村民税非課税で一定以上の資産がなく、本人の
　課税年金収入額と非課税年金収入額と合計所得金額（※2）の合計が８２.６５万円以下の
方

・ 世帯全員及び配偶者（※1）が市町村民税非課税で一定以上の資産がなく、かつ
　本人の年金収入等が８２.６５万円超１２０万円以下の方

・世帯全員及び配偶者（※1）が市町村民税非課税で一定以上の資産がなく、かつ
　本人の年金収入等が１２０万円超

・ 上記以外の方

（※1）住民票が別世帯となっている場合及び婚姻届を出していない事実婚の場合も含みます。
（※2）合計所得金額とは実際の収入金額ではなく、年金の所得や給与所得などの合計で、扶養などの控除額を引く前
の金額です。なお、合計所得金額がマイナスの場合は「0円」として計算します。

‹一定以上の資産の要件〉
　預貯金等の資産が一定額（配偶者がいない場合は第２段階は６５０万円以下、第３段階①は５５０万円以下、第３段階
②は５００万円以下、配偶者がいる場合は配偶者の資産が１０００万円以下）を超えた場合は給付対象外となります。
　※第２号被保険者（４０歳か６４歳までの方）は１０００万円以下が資産の要件となります。

単身６５０万円、夫婦１，６５０万円

単身５５０万円、夫婦１，５５０万円

単身５００万円、夫婦１，５００万円

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討
するための委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、生産性向上ガイドラインに
基づいた改善活動を継続的に行っていること。見守り機器等のテクノロジーを1つ以上
導入している事。1年以内ごとに1回、業務改善の取組による効果を示すデータの提供
を行うこと。

　・居室内の据え付け家電製品使用料として、一日あたり５５円の料金が発生いたします。

※1単位は地域単価により10.17円で計算しております

・事業所の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利用者の同意
を得て、歯科医療機関及び介護支援専門員に対し、当該評価の結果を情報提供した場
合に1月1回に限り所定単位数を加算する。
・事業所は利用者の口腔の健康状態に係る評価を行うに当たり、診療報酬の歯科得点
数表区分番号Ｃ000に掲げる歯科訪問診療科の算定実績がある歯科医療機関の歯科医師
又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、当該事業者からの相談等に対応する体制
を確保し、その旨を文書などで取り決めていること。


